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産業戦略推進に向けたFLOWRAによる考えと取り組みの方向性
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社会実装のための時間軸を
意識した戦略ロードマップ

浮体式洋上風力発電は黎明期の
産業分野ゆえに構造的な可変要素が
多く、変化のダイナミズムが大きい。
したがって取組指針と施策の方向性に
加えて時間軸も常に意識、社会実装
に向けたロードマップ（時系列を

示した戦略計画図）を示し、その中で
「いつまでに何をいつ実行に移すのか」
を定める。政府におかれても、そのため
の関連市場化までの施策や司令塔
（含む予算）を明確にして頂きたい

多面性のある国民感情
への丁寧な対応

浮体式洋上風力発電に接する
国民には多面性があり、電力消費者
という側面だけでなく、生活者、地域
住民、変革者、国際協調主義者、
安全保障に関心がある人、といった
ような側面もある。したがって発電費用
の多寡だけでなく、エネルギー安全
保障、地域産業振興、国際協調等の
各事項における国民感情に丁寧に対
応することで開発に対するポジティブな
世論の理解・後押しを得ることが必要

積極的なデジタル化戦略に
よる産業振興

国内の中長期的な労働力減少と
いった社会構造の変化や、デジタル化
による海外での産業競争力強化

という社会状況等により、経済・社会・
国家戦略の根幹にかかわる喫緊の
構造的な変革として産業のデジタル化
は重要かつ不可避。他方で、浮体式
洋上風力発電のデジタル化は海外でも
端緒についたばかりで追いつく余地は充
分にあり、産業アーキテクチャを定めて

の積極的なデジタル化を推進



戦略RM: 共通基盤技術開発・標準化、実証センター、風車国産化推進
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法整合性確保・
法制度整備・
規制緩和

社会的受容性
の評価

要素技術実証・
最適化実証

中規模
プロジェクト
（FIDER）

“共通基盤技術”
標準化による
リスク低減

“長期安定性”
規模拡大による
コスト削減

人材育成・
文化形成・
新しい価値観

製造・港湾・
船舶インフラの
整備・拡充

人材育成・
文化形成

長期継続的な
大規模商用

開発

“実証センター”
洋上実証施設・
陸上試験施設

“風車国産化”現在 2030年代

“国際連携”

“FLOWCONとの連携”



2025 2026 2027 2028 2029 2030 2031 2032 2033 2034 2035 2036 2037 2038 2039 2040

NEDO Phase1-⑤

風車国産化

テストセンター

要素実証

風車・浮体最適化実証

中規模ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

浮体専用工場

港湾、船舶ｲﾝﾌﾗ
（海上作業基地）

大規模商用ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ

ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄﾊﾟｲﾌﾟﾗｲﾝ

大規模浮体商用化に向けて望まれる方向性（詳細案）

導入量:3GW/年
タクトタイム(製造時間) :
150-200基/年 達成

計画・設計・許認可

型式認証取得と量産化設計 量産化風車開発・設計

施設整備 テストセンター運用

実証試験

風車・浮体連成実証試験

調査・設計・許認可 建設・試運転

調査・設計・許認可 工場建設TWG2におけるR＆D(FLOWRA)

建設・試運転調査・設計・許認可

FLOWCON殿との連携による検討・計画 港湾整備（作業基地建設）

共通基盤開発(FLOWRA)

試験計画

連携模索
エンジニア
集団組成

プロジェクトパイプライン

(FLOWRA)

FID COD

FID COD

・大水深係留
・大水深ｱﾝｶｰ
・ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｹｰﾌﾞﾙ



デジタル化戦略: ４つの視点
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施工予見可能性を高める

開発可能海域における地盤・海況・風況調査等の地理情報システ
ム（GIS）のデジタル基盤化を推し進め、系統接続・環境影響評価
の効率化も図って公募制度を高度化し、施工予見可能性を高める

長期にわたる耐久性評価および予測を可能とする

デジタルツインを活用した効率的かつ安全な施工方法や維持管理
モデルを開発することで、長期にわたる耐久性評価および予測を

可能にしてリスク低減とコスト削減に貢献する

事業評価・リスク分析のデジタル化を支援する

落雷、台風や長期周波等の日本固有の気象海象条件、或いは
地震等を織り込んだ施工限界条件モデルを定めることで、事業評価・

リスク分析のデジタル化を支援する

省人化・高度人材開発・産業高度化を図る

デジタルツインによる開発現場での施工・維持管理推進によって、
AUV等の共通基盤技術の対外競争力を確保、同時に産業全体に

渡る省人化、高度人材開発、産業そのものの高度化を図る



（参考）社会実装及び国際展開に向けた共通基盤技術の開発
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TWG5
・遠洋におけるフローティングライダー
計測技術確立
・欠測補完技術の推奨基準策定

TWG4
・大水深ダイナミックケーブル技術確立
・浮体式洋上変換所の最適化

TWG3
・遠洋・大水深における係留システム最適化
・施工計画、O＆M計画の立案
及びガイドライン策定

TWG２
・浮体の大量/高速生産方式の技術開発
・専用スマートファクトリーの仕様策定他

TWG1
・浮体システムの効率的検討手法の構築
・設計手法の標準化及びガイドライン策定

FLOWRA独自テーマ（取組中/今後取組む共通重要課題）
・候補海域ポテンシャル評価
・風車産業戦略（国産風車、国内技術担保）
・生産設備（浮体大量生産工場） 等

本事業成果
インプット/フィードバック

風

波

ﾅｾﾙ

浮体構造)

ﾀﾜｰ

ﾀﾞｲﾅﾐｯｸｹｰﾌﾞﾙ

ﾛｰﾀｰ/ﾊﾌﾞ/ﾌﾞﾚｰﾄﾞ

位置保持ｼｽﾃﾑ
(係留/ｱﾝｶｰ)

地震

設計条件

アンカー

海底土質

欧米各国との国際連携
・英国
・ノルウェー
・オランダ
・デンマーク
・米国 等

各種ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝの策定
国内基準の策定

IEC61400-1（JIS C 1400-1）
風車の設計荷重
IEC61400-3-2
浮体式洋上風力設備の設計
など

国際基準・規格への反映

標準化への取組

【開発のねらい】
・浮体式洋上風力の最重点要素技術課題であるTWG1~5への取組
・TWG1~5の成果のインプット⇒フィードバック
によるシステム全体最適化への取組（工期・コスト・確実性など）
・各種技術ｶﾞｲﾄﾞﾗｲﾝ・基準策定および国際連携による標準化への取組
・特に、TWG１,３,４は要素実証試験へ繋げる

浮
体
式
シ
ス
テ
ム
全
体
最
適
化



（参考）国際連携: 国際標準策定推進と国内協調領域との関係
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洋上風力先進地域である欧州の浮体式協調領域実態

商用浮体式洋上風力発電所を建設することが出来るレベルま
では欧州の技術開発は進んでおり、現在は商用面についての課
題への対応を詰めている。但し、浮体式洋上風力を一体システ
ムとして捉えてリスク・コスト低減を図る全体最適化は道半ば

グローバルに展開する必要性

サプライチェーンへの民間投資の促進に
は、充分な市場規模に対する中長期
的な予見可能性が必要。それにはア
ジア太平洋を中心としたグローバル市
場まで市場のパイを拡大するように
協調領域を設定していくことが重要

協調領域における欧州の取り組み方: 国際標準戦略

欧州は自国製品の安全性確保の観点のみならず、製品を輸出
する際に有利に働くことを狙って、他国が安全面に関して信頼し
て調達できるように規格を先導的に策定しISOやIECの規格を
定めている

競争領域に資する協調領域設定の必要性

浮体式洋上風力発電サプライチェーン構築はプロダク
トイノベーションではなくプロセスイノベーション。ライフ
サイクル全体を見据えて産業アーキテクチャを早期に定
め、標準化する協調領域と、個社が担う競争領域と
に切り分け、それぞれに適切な産業政策を打ち出し、
日本の産業競争力強化へ繋げる必要がある

サプライチェーン構築の必要性

日本にはサプライチェーンを国内で構
築するという政策目的がある。また、プ
ロジェクトリスクとファイナンスコスト低
減の観点からサプライチェーンは可能な
限り国内で完結させることが望ましい

日本の産業力強化に繋がる国際連携：国際標準策定推進

浮体式洋上風力発電の関連技術を持つ欧州有力国との連携体制を構築、浮体式のリ
スク・コストを低減するように技術の全体最適化を図り、日本のサプライチェーン構築に資す
るようにIEC・ISO等において関連協調領域技術の国際標準化を推進する。また、その国
際標準が普及するようにアジア太平洋地域内有力国との連携体制も構築する
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（参考）国際連携: 連携海外機関と共に回す国際標準策定サイクル
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技術事項の
国際標準
への反映

試験施設・
実証サイトに
おける技術
有効性・信
頼性確認

アカデミア
による関連
研究と技術
論文上梓

共通基盤
技術の国際
共同開発

関連論文の存在は国際標準
策定に効果的ゆえ開発技術に
関連する論文上梓を支援する

将来の多様なイノベーションを包含す
るため、国際標準化する技術事項は
特定製品に依存しない。共通基盤
技術（Infra-Technologies）と
呼ばれ、機械特性、インターフェース規
格、測定・試験方法等を定める

重畳的な試験・実証をせぬよう国際
的に連携を図る。日本含む東アジア
固有の条件での技術実証を行うに
は独自の実証サイトが国内に必要

洋上風力発電を含む風力エネルギー
の研究と革新を推進する欧州の主要
公的研究機関ネットワークである
EERA JP Windとの提携を検討中
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